
2.詳細協議議事録 

 

議事録 

日 時：2006年 7月 24日（月）15:00 

場 所：OEB 

出席者：Mr. Teshome Lemma（計画・調査・建設局長）、Mr. Abraham Nigussive（技術課長）、Mr. Tasew Bekele

（計画準備推進担当）、エチオピア JICA事務所山川企画調査員、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 本事前調査の内容概要を説明した。本計画が実施される場合には、コミュニティ開発支援無償による

計画実施を予定しており、ローカルコンサルタント、ローカルコントラクターを活用して案件実施が行

われる旨説明をした。また、要請されている対象地域が広域であるため、経済効率も考慮して、教室の

不足度等のクライテリアに基づいて計画対象地域を絞り込む必要があること、また、計画対象校も、ク

ライテリアを設定した上で絞り込み、次の調査団がくる迄に計画対象校のロングリストを作成する必要

が有ることを説明した。計画対象候補校選定にあたっては、都市部、僻地の学校、既存校の増設、新設

校の設立等のケースが想定されるが、「エ」国側はどのような優先度、配分で選定したいのか説明して欲

しい旨伝えた。調査団も現地調査の結果を踏まえた上で提言をするので、これらの協議結果をミニッツ

に明記する予定である旨を「エ」国側に説明した。日本の無償援助においては、サイトの整地、門塀の

整備等、先方政府の負担工事区分および VATの負担があり、お互いの協力の下に案件実施を行うことを

説明した。 

 質問票を渡して、調査団「エ」国滞在中の回答書提出と、AfDBの契約図書のコピー提出を依頼した。

サイト調査についての協議をおこない OEBが同行することを依頼した。 

 

日 時：2006年 7月 24日（月）15:30 

場 所：OEB、ManaBU Project 

出席者：ManaBU Project（北詰秋乃専門家、国枝信宏専門家、野邊節専門家）、山川企画調査員、 

    調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 本予備調査の内容概況についての説明を行った。ManaBU Projectで建設している木軸土壁仕様校舎の

本計画活用検討のため、案件概要の説明を受けた。木軸土壁仕様の校舎は「エ」国の標準設計のスタン

ダードとして連邦教育省が公認した工法であり、建設にあたっては、施工の 1 部分を熟練工の請負契約

にて発注し、多くの建設部分をコミュニティーの協力によって施工しているとのことであった。しかし

近隣住民は、選挙応援へ狩り出されたり、有償の土木事業への労務応募で不在等と、予定通りの協力が

得られずに工事が遅れたケースもあったとのことである。ManaBU Projectで建設を行っている木軸土壁

仕様の校舎についての、入札図書、BQ、PQ等の入札関連書類、工事監理記録等の提出を依頼した。 

 

日 時：2006年 7月 24日（月）16:00 

場 所：OEB、SMAPP Project 
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出席者：SMAPP Project（桑原研究員）、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 調査に必要なマップ（学校サイトへのアクセス状況の表示と、県、郡毎に就学児童数／教室の割合の

大きい順位を表示したマップ）の作成依頼を行った。 

 

日 時：2006年 7月 25日（火）10:00 

場 所：東アルシ県ドドダ郡教育局 

出席者：Mr. Minda Tassew（AMFE 担当）、Mr. Gazu Urgesa（OEB計画担当）、北詰秋乃専門家、 

    調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 本予備調査の内容概況を説明し、質問票を渡して回答書の提出を依頼した。ドドタ郡にはコンサルタ

ント事務所は無いが、施工会社は存在するとのことから施工業者リストの提出を依頼した。エンジニア

は郡教育局には配属されておらず、郡事務所に配属されているエンジニアが工事現場監理を行っている。

 

日 時：2006年 7月 26日（水）8:30 

場 所：東アルシ県教育局 

出席者：Mr. Amaan Urgii（ゾーン長）、Mr. Teshome Megra（ゾーン計画担当）、Mr. Gazu Urgesa、 

    調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 本予備調査の内容概要を説明し、質問票を渡して回答書の提出を依頼した。東アルシ郡には 25（内 4

は新規）のワレダがあり、696校の小学校と 31校の高校がある。小学校には 60万人以上の生徒がおり、

適正値 50人／教室を超え 69人／教室という状況である。改善したい点は、教室当たり生徒数および学

校配置の適正化を考えており、３年以内に 351 校の増設を予定している。ManaBU プロジェクト、草の

根援助による小学校建設は成功しており、感謝しているとのことであった。 

 

日 時：2006年 7月 27日（木）8:30 

場 所：東ショア県教育局 

出席者：Mr. Benti Abichale（ゾーンチームリーダー）、Mr. Gazu Urgesa、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 本予備調査の内容概要を説明し、質問票を渡して回答書の提出を依頼した。 

 

日 時：2006年 7月 27日（木）9:30 

場 所：アダマ特別県教育局 

出席者：Mr. Guta Ebsce（ゾーン教育チーム長）、Mr. Dawit Abera（ゾーン教育計画・統計担当）、Mr. Gazu Urgesa、

調査団（佐々木、増田） 

協議内容 
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 本予備調査の内容概要を説明し、質問票を渡して回答書の提出を依頼した。 

協議後、Mr. Dawit Aberaと共に県行政局に行き、アダマ特別県作成のカテゴリー７以上の施工業者リスト

の提出依頼を行った。 

 

日 時：2006年 7月 28日（金）9:00 

場 所：OEB 

出席者：Mr. Abraham Nigussive、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 OEBの技官から OEBの設計基準についての説明を受けた。基礎の違いにより ABCの 3タイプを設定

している。A タイプは基礎の施工が困難であるため中止されており、現在は BC の 2 タイプのみを採用

している。Bタイプは RED CLAY SOIL（良好地盤）用の基礎で、Cタイプは BLACK COTTON SOIL（膨

張性地盤）用の基礎である。また地域により高地用（Degaタイプ）と低地用（Kolaタイプ）の２タイプ

があり、天井の有無（高地用は天井を設置しない）がその違いである。 

 木軸土壁仕様は５年ほどの耐久性しか有さず、殆どの地域で白蟻被害が生じている。構造計算もなさ

れておらず、経験に基づいた仕様であるため、OEB技官としてはコンクリートラーメン構造による校舎

を推薦したいが、現在校舎建設に係る予算が不足しているために、木軸土壁仕様による校舎建設を行っ

ている。ドナー案件では、コンクリート CB 構造の標準設計での建設を依頼している。腐食の心配の少

ない鉄骨トラスも一時期採用したが、輸送・施工が困難（溶接の電源確保、技術者要）であるため普及

していない。 

 木軸土壁仕様の標準設計図の提出を依頼した。 

 

日 時：2006年 7月 28日（金）15:00 

場 所：アフリカ開発銀行（AfDB） 

出席者：Mr. Girma Woldetsadik（社会開発専門家）、Mr. Sisay Woldetensay（調達担当補）、山川企画調査員、

調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 小学校校舎建設の支援として AfDBは EDUCATION III計画にて 1998年から 2004年にかけて全国で新

設校舎建設（370 校）、既存校における増設（200 校）、既存校舎改修（200 校）を 44 百万ドルの予算に

て実施する予定であったが、地方行政官の実施能力の不足、入札作業の遅れ等のため計画の 47％までし

か達成できず、計画期限を 2007年 12月迄に延長し、完工する予定である。既存校舎改修工事は対象校

舎の殆どが土壁校舎で老朽化が激しく改修工事が不可能であったため中止された。オロミア州における

計画内容は、新設校舎建設（42校、内 23校完工）、既存校における増設（15校、内 9校完工）である。

計画実施方法は資金援助形式で、計画実施は全てエチオピア国側の責任にておこなわれており、AfDB

は 1年に１回現場視察を実施、資金管理をしているだけである。校舎は OEBのハイスタンダード仕様の

RCラーメン構造 CB壁による校舎で住民参加は行わずにローカルコントラクターが施工を行っている。

入札は計画規模によって 1～6校のロット分けにて実施している。郡レベルにはコンサルタントが存在せ
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ず、施工監理は郡事務所のエンジニアが担当しているが、入札については県庁の公共事業局が、郡事務

所を代行して実施している。プロジェクト予備費は 10％で VATについては、「エ」国政府が事業費の 14％

にあたる金額を確保して、肩代わりをする方式を採用している。瑕疵期間は 1 年間で、業者への支払い

は郡事務所→州財務局（BOFED）→連邦財務局（MOFED）→AfDBという流れで承認を取り付けること

になる。支払い承認の遅れにより生じる工事遅延の問題が有るため、300,000ドル以内については「エ」

国の調達規約に基づいて行うこととし、AfDBは事後審査（評価）を行うという方法に変更した。 

 

日 時：2006年 7月 28日（金）17:30 

場 所：日本国大使館 

出席者：三保木悦幸二等書記官、利根川佳子コンサルタント、調査団（佐々木、増田） 

 本予備調査の内容概要の説明をおこない、大使館が実施している草の根無償援助にてオロミア州で実

施された小学校建設についての聞き取り調査を行った。オロミア州にて建設された小学校を下表に示す。

案件名 金額（円） 計画概要 所在地 
チャガル小中学校増

設計画 
9,748,342 小学校（８学年）に教室棟２棟（計８教室）、実験室棟、

便所棟（８ブース）を増築 
北ショワ県ギラ

ル・ジャルソ郡 
ムアダ・センレケ小学

校建設計画 
8,920,697 新設校建設。教室棟１棟（４教室、図書室、職員室、校長

室、倉庫）、家畜小屋と小規模灌漑用用貯水池の整備 
東ショワ県ルメ郡

アカキ郡青少年育成

センター設立計画 
9,558,524 会議室及び図書室からなる建物１棟の施設に小学校（８学

年）を増設 
東ショワ県アカキ

郡 
デラ小学校拡張計画 8,253,552 小学校（８学年）に教室棟２棟（計８教室及び１事務室）、

便所棟（８ブース）を増築、生徒用机・椅子６００整備 
アルシ県ドドタ郡

カウィサ・シェノ小学

校増設計画 
7,903,500 教室棟（４教室）、便所棟増設、学校備品配布、井戸掘削 東ワラガ県レカ・

ドゥレチャ群 
サロミオフトゥ小中

学校拡張計画 
9,007,350 ４学年を８学年に拡張。１教室棟（４教室）、１実験室棟、

１職員室棟の建設 
東シェワ県シラロ

郡 
フィッチェ第二小中

学校改築計画 
8,127,240 小学校（８学年）の増築及び改修。２教室棟（計８教室）、

１３教室改修、実験室及び職員室の建設、学校備品の配布 
北シェワ県 

コファレ小学校建設

計画 
9,537,660 ８学年を１０学年に拡張。５校舎（計２０教室）の増設 西アルシ県コファ

レ郡 
ダンディ・グディナ小

中学校実験室整備計

画 

6,280,194 小学校（８学年）に実験室の建設及び学校備品の配布 東シェワ県ファン

ターレ郡 

ビルビルサ・チャルチ

ャ農村開発計画 
9,726,206 小学校（８学年）の１校舎（３教室、校長室、倉庫）の増

築及び技術訓練センターの新規建設 
西シェワ県アンボ

郡 
メキ初等教育計画 9,835,152 新規小学校及び幼稚園の建設、学校備品配布 東シェワ県 
ホラタ基礎教育計画 7,190,192 幼稚園新規建設、ノンフォーマル校の改修 西シェワ県ウォル

メラ郡 
ダーラタ及びゴロ小

学校改築計画 
7,039,644 小学校（８学年）二校に対して各１校舎の建設、既存校舎

の改修及び学校備品配布 
西シェワ県メタロ

ビ郡 
チットウ島開発計画 7,062,580 ノンフォーマル校３校の建設（１校 RC、２校は土壁）、桟

橋建設、ボート整備 
西シェワ県ジン

マ・ホロ郡 
シラロ基礎教育計画 9,835,192 ノンフォーマル校５校の新規建設。各１校舎（２教室及び

１職員室）及び便所棟。現在は正規校に昇格された。 
東シェワ県シラロ

郡 
複式学級小学校拡張

計画 
5,405,210 小学校 4校に対して各１校舎の増設及び学校備品配布 西シェワ県ムロ・

スルルタ郡、イル

郡、他アムサラ州

ランガノ基礎教育計

画 
9,958,494 小学校（８学年）での１校舎増設及びノンフォーマル校４

校（各２教室）の新規建設。学校備品配布。現在は正規校

に昇格された。 

東シェワ県アルシ

ンゲレ郡 

アダナ初等教育計画 9,354,796 小学校（８学年）での１校舎増設及びノンフォーマル校５ 東シェワ県アダナ
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校（各２教室、校長室、倉庫）の新規建設学校備品配布。

現在は正規校に昇格された。 
郡 

ダンディ・グディナ小

学校図書館整備計画 
5,906,400 小学校（８学年）に図書館の建設及び学校備品の配布 東シェワ県ファン

ターレ郡 
ドドラ初等教育支援

計画 
1,793,213 ２小学校の運営費獲得のための耕運機購入及びトレーニ

ング 
バレ県ドドラ郡 

サロモイフトゥ小学

校建設計画 
8,082,795 新設校建設。教室棟３棟（各２教室、及び２事務室、図書

室棟、便所）、学校備品配布 
東シェワ県シラロ

郡 

 

日 時：2006年 7月 31日（月）11:30 

場 所：西ハレルゲ県教育局 

出席者：Mr. Kisi Abeshu（チームリーダー）、Mr. Birbirsa Adugna（初等教育担当）、Mr. Hunduma Lemu（OEB

エキスパート）、山川企画調査員、北詰秋乃専門家、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 本調査の内容概要を説明し、調査への協力を依頼した。また、質問票を配布し回答をお願いした。同

県にはコントラクターはいるが、コンサルタントは存在しない。建設工事の監理は県事務所（Design & 

Construction Dept.）に所属するエンジニアが担当しており、同県には配属されておらず東ハレルゲ県の

エンジニアが兼任している。将来は西ハレルゲ県にも配属される予定である。入札業務は一般的には郡

教育局で行っているが、郡にエンジニアがいない場合は県が入札を代行している。 

 

日 時：2006年 8月 1日（火）8:10 

場 所：西ハレルゲ県クンニ郡教育局 

出席者：Mr. Misoana Terfa（教育プログラム調整担当）、Mr. Birbirsa Adugna（西ハレルゲ県初等教育担当）、

Mr. Hunduma Lemu、山川企画調査員、北詰秋乃専門家、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 本調査の内容概要を説明し、調査への協力、質問票を配布し回答を依頼した。 

学校校舎建設は同郡で入札を行っており、郡事務所に所属するエンジニア１人が技術的な支援を行って

いる。去年は政府資金による木軸土塗壁４教室、１昨年は ManaBU計画による校舎の建設を行った。毎

年１～２棟の校舎建設を実施している。 

 郡教育局のスタッフは全員で８名、局長 1名、学校主事 1名、教育計画調整 1名、フォーマル教育担

当 1名、ノンフォーマル教育担当 1名、遠隔教育担当 1名、試験調整担当 1名、秘書 1名から構成され

ている。  

 

日 時：2006年 8月 1日（火）13:30 

場 所：西ハレルゲ県チロ郡教育局 

出席者：Mr. Mohammedsani Amin（ワレダ長）、Mr. Solomon Getachaw（エキスパート）、Ms. Necho Tadesse

（教育計画・統計担当）、Mr. Dereje Tassew（エンジニア（郡技術事務所））、Mr. Birbirsa Adugna、

Mr. Hunduma Lemu、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 
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 本調査の内容概要を説明し、調査への協力、質問票を配布し回答を依頼した。同郡は一昨年東西の郡

に分離された。学校校舎建設は同郡で入札を行っており、郡事務所に所属するエンジニア１人が技術的

な支援を行っている。 

 去年は小学校５校において 10棟 40教室、１昨年は ManaBU計画による小学校２校にて校舎の建設、

及びコミュニティーによる３校にて３棟 12教室の建設、その前年にはコミュニティーにより４校にて４

棟 12教室の建設を行った。 

 郡教育局のスタッフは全員で 16名、局長 1名、教育チームリーダー1名、教育計画主事 4名、初等教

育担当 1名、特別カリキュラム教育担当 1名、教材供給配布担当 1名、秘書 1名、守衛 2名、倉庫係 2

名から構成されている。郡教育局としては木軸土壁校舎よりは RC 造 CB 壁校舎を望むが、援助金が政

府に支給されるとオフセットの対象となり郡予算が援助額と同額削減されるため、OEBへ直接供与され

ればオフセットの対象とならないと考えるので、できればそうして欲しいとのことであった。 

 

日 時：2006年 8月 2日（水）9:30 

場 所：西ハレルゲ県教育局 

出席者：DAN Construction、 

    Mr. Birbirsa Adugna、Mr. Hunduma Lemu、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 2004年設立された GC7クラスのコントラクターで、資本金は 500,000ブルである。社員は 13名、内

代表 1名、土木エンジニア 1名、大工 5名、石工 6名で、仕事の規模次第により臨時雇用も行っている。

昨年は NGOによる５学校にて校舎建設・改修工事を請負った。通常建設資機材はドナー、NGOからの

支給になるので、労務提供が主となり１校当たり 2,500～3,000ブル程度の工事額である。土木工事（道

路）の施工実績もあるが、全体では年間約 300,000 ブルの工事高である。建設機材は保有しておらず、

倉庫・ストックヤードと共にリースに依存している。 

出席者：Mesele Building Contractor 

        Mr. Birbirsa Adugna、Mr. Hunduma Lemu、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 BC5 クラスのコントラクターで、2000 年創立、資本金は 5 百万ブルである。社員は 35 名で、代表 1

名、土木エンジニア 2 名、フォアマン 4 名等で, 建設会社以外に建設資材販売会社等のグループ会社を

擁する。小学校建設は過去合計 19の小学校にて実施した。小学校以外には動物病院、中国援助の道路土

木工事施工実績を有する。ワークショップがあり、建設機材はトラック、CB 製造機、電動ミキサー、

バイブレータ、木・スチール旋盤、溶接機、ジェネレーター、揚水ポンプ等を保有している。 

 

日 時：2006年 8月 3日（木）10:00 

場 所：JICA事務所 

出席者：Yehiyes Nigatu Building Contractor、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 
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 2003年設立されたBC6クラスのコントラクターで、資本金は 300,000ブルである。社員は 18名で、 エ

ンジニア 6名、大工 6名、石工 6名で仕事の規模次第で臨時雇用を行っている。平成 16年度草の根無償

のコファレ小学校建設を請負っている。その他 2005 年 6 月に北部ゾーンのコファム郡事務所（平屋建

220m2、工事費 650,000ブル）を建設している。現在マザンテフェレ県ベンジマジ郡にテレビ中継局（施

設 80 m2、テレビ塔等、工事費 680,000ブル）を建設中である。倉庫を保有しておりセメント等の建材を

保管している。建設機材はトラック 1台、ピックアップ 1台、電動ミキサー2台、バイブレーター2台を

保有している。フォアマン 1人を現場常駐とし、エンジニア 1人を 2サイトに月平均 10日間のスポット

監理をすることを前提に、1年間に 5サイトの小学校建設を行うことが可能とのことである。8教室の小

学校は約 3ヶ月にて建設可能である。コンクリート強度試験所としてはAddis Ababa University、Building 

College、Building Design Enterpriseの 3ヶ所が有り、施主側監理者からの要請がない限り試験は実施して

いないとのことである。 

 

日 時：2006年 8月 3日（木）13:30 

場 所：OEB 

出席者：Mr. Abraham Nigussive、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 資料収集のために公共事業省（Ministry of Works & Urban Development）への紹介状作成を依頼した。

木軸工法の標準設計図のコピーを受領したが、詳細図はないとのことであった。なお OEB内にはエンジ

ニアが７名おり、状況次第で臨時雇用を実施している。建築法規については、「エ」国の Building Code of 

Practiceを適用し、プロジェクトにより英国規準等を準用している。 

 

日 時：2006年 8月 3日（木）15:00 

場 所：Alemayehu Asrat Building Contractor 

出席者：Alemayehu Asrat（代表）、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 1998年設立されたBC5クラスのコントラクターで、資本金は 5,000,000ブルである。社員は１2名で、

内訳は代表 1名、エンジニア 5名、フォアマン 3名、会計 2名、秘書 1名である。昨年度は緊急警察住

居改築（契約金額 1,645,811ブル）、Bedere 高校アップグレード（4棟 937m2、契約金額 972,564ブル）、

Qercha 高校（5棟、1,018 m2、契約金額 980,110ブル）、一昨年はオロミア州バレ県にてHaracore CES（2

棟、6教室、CB組積造、仕上無、契約金額 187,190.28ブル）を建設し、小学校校舎はオロミア州の 7サ

イトにて建設実績を有する。ワークショップを所有し、建設機材はトラック 2台、ピックアップ 2台、

電動ミキサー1 台、バイブレーター2 台、コンパクター1 台、砕石機 1 台、他溶接機、CB製造機、スチ

ール型枠（350m2）を保有している。スチールトラス施工経験があり、1 年間に 10 サイトの小学校校舎

建設可能との説明があった。 

 

日 時：2006年 8月 3日（水）16:30 

場 所：Elugi Consulting Architects & Engineers 
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出席者：Mr. Esayas Melese（建築士）、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 1998 年設立されたCAE、カテゴリー3 のコンサルタント会社で、資本金は 400,000 ブルである。社員

は 7名で、 内訳は建築士 2名、土木エンジニア 1名、衛生設備士 1名、電気技術士 1名、製図士 3名で

ある。昨年度は 3階建住宅（1,000 m2、契約金額 20,000ブル）、3階建事務所・住宅ビル（600m2、契約

金額 60,000ブル）、孤児収容施設 1期計画（2,000 m2、契約金額 70,000ブル）の設計監理を行った実績

を有する。公共建築とくに小学校建設の実務経験はないようである。 

 

日 時：2006年 8月 4日（金）11:00 

場 所：SB Consult 

出席者：Ms. Melbana Seifu、Mr. Wouhib Kebede（建築士）、他１名、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 1982年設立されたコンサルタント会社で、資本金は 300,000ブルである。教育省の委託で小学校校舎

の標準設計図書を作成している。また JICA エチオピア事務所の指名委託で森林プロジェクトの Jimma 

Training Center他 2Extension Center建設（2004-5年）、EUの援助による小学校学校校舎建設（1995年）

の設計監理を行った実績を有する。社員は 15名で、 内訳は Architect 3名、Engineer 2名、Technician 2

名、Quantity Surveyer 2名、Support Staff 3名である。意匠、構造設計担当者はいるが、他の設備部門は

協力会社に委託している。各種の公共建築設計・監理を手掛けており、政府の各種建築法規委員会メン

バーで、法規編纂に携わっている等「エ」国の中堅コンサルタント会社と判断される。小学校校舎の監

理は、5サイト毎に 1監理者の配置が想定され、50～100サイトの場合でもこの会社１社による監理が可

能であるとのことである。コントラクターは BC5 を前提とすると、1 年間に 3～5 サイトの建設実施が

限界と推定する。 

 

日 時：2006年 8月 4日（金）14:00 

場 所：OEB機材課 

出席者：Mr. Yemane Gadissa（教育機材調整担当）、調査団（佐々木） 

協議内容 

 事前調査の内容概略の説明を行った。要請書に家具・機材が要請されているが詳細説明がないため、

OEBの機材標準設計リスト、製作または販売会社等の詳細情報が必要である旨説明を行い、8月 7日に

回答する旨の了解を得た。 

なお調査団の増田は、資料収集のため公共事業省に赴いたが、各担当者が会議中のため面会できず 8 月 7

日に出直すこととなった。 

 

日 時：2006年 8月 7日（月）11:00 

場 所：3M Engineer & Construction P.L.C 

出席者：Mr. Mesele Kassa（代表）他１名、調査団（増田） 

協議内容 
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 事前調査の内容概略の説明を行い、質問票の回答を依頼した。1994年設立のBC3の資本金 360万ブル

の施工会社で、社員 15名の内エンジニア 4名、フォアマン 3名、積算 2名、事務職 6名である。数多く

の小学校建設を手掛け、医療・保健施設も施工している。また 14件のNGO（Menschen fur Menschen）に

よる小学校、ユースホステル等の建設実績がある。建設資材については、砂・砂利・木材等は現地調達

し、状況に応じてセメント・合板を自社ストックヤードから、鉄筋はアディスアベバからの搬入となる。

コンクリートブロックは現場にて製作かのうのことである。建設機械としてローダ－1台、ダンプトラッ

ク 6台、砕石機 2台、コンクリートミキサー大小 10台、溶接用発電機 4台、CB製造機、スチール型枠

（1200m2）等保有している。スチールトラスの施工経験があり、1995 年には 11 件の工事の内 8 件が工

事費 50万～500万ブルの小学校建設の施工実績があった。 

日 時：2006年 8月 7日（月）13:30 

場 所：公共事業省（Ministry of Works and Urban Development） 

出席者：Mr. Tesfaye Yalew（建設業務調整局長）、調査団（増田） 

協議内容 

 事前調査の内容概略の説明を行い、政府登録施工業者リストの提供を依頼した。コンサルタントにつ

いては、インフラ局（Infrastructure and Construction Authority）にて取得できるとのこと。国の建築基準

はあるが、それをもとに各州個別の基準を制定しているとのこと。公共事業省では 11分冊からなる構造、

給排水・電気設備、消防等に関する法規集が購入できる。 

 

日 時：2006年 8月 7日（月）15:00 

場 所：オロミア州公共事業局（Oromia Bureau of Works & Urban Development） 

出席者：Mr. Mulgeta Dinka（局長）、Mr. Hailu Lemu（副局長）、調査団（増田） 

協議内容 

 事前調査の内容概略の説明を行い、州登録施工業者、コンサルタントリストの提供を依頼し、受理し

た。オロミア州には施工業者が 220社登録され、土木・建築施工可能な GC、建築施工専門の BCおよび

道路専門の RC の分類があり、それぞれの会社能力（資金、保有建設機械・技術者）に応じてカテゴリ

ー1から 10までに細分類されており、ランク別に請負い可能な建設工事費が設定されている。また 2社

ではあるが、コンサルタントの登録もある。建築法規は、連邦基準と同じであり、小学校建設であれば

日本の基準法準用で問題ないとのこと。他国援助による建設の場合の建築許可申請は、被援助者（OEB）

と請負施工業者が申請し、公共事業局で審査する。 

 

日 時：2006年 8月 8日（火）13:30 

場 所：オロミア州教育局（OEB） 

出席者：Mr. Tasew Bekele、Mr. Gezu Urgesa、調査団（佐々木） 

協議内容 

 計画対象地域の教育状況の聞き取り調査をおこない、統計資料を入手した。 
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日 時：2006年 8月 8日（火）14:00 

場 所：3M Engineer & Construction P.L.C 

出席者：Mr. Mesele Kassa（代表）他２名、調査団（増田） 

協議内容 

 昨日の打合せで、Upgrading Modules小学校建設実績があるとのことで、その契約図書のコピー提出を

午前中に依頼し午後に受け取りに行ったが、高等学校の間違いだったため、再度質問票の回答をお願い

した。 

 

日 時：2006年 8月 8日（火）15:00 

場 所：オロミア州教育局（OEB）教員養成課 

出席者：Mr. Mersa Feyitsa（教員養成課長）、調査団（佐々木） 

協議内容 

 本計画の概要説明を行い、本計画にて既存小学校の教室増設、新設を行った場合、教員を新たに配属

する必要があることを説明した。よって、オロミア州の教員養成制度、養成機関、教員養成機関の卒業

生数等の情報が必要である旨説明をした。詳細情報は 1 週間後に提出するとの回答を得て以下の説明を

受けた。 

 オロミア州にある教員養成機関には TTI（Teacher Training Institute）と TTC（Teacher Training Center）

があり、私立では TTI65校、TTC20校、公立は TTC6校有る。2005／06年度の在籍生徒数は 10,888人で、

卒業生は 3,850人である。 

 

日 時：2006年 8月 8日（火）15:00 

場 所：OEB 

出席者：Mr. Abraham Nigussive、調査団（増田） 

協議内容 

 資料収集（コンサルタントリスト）のためのインフラ局（Infrastructure & Construction Authority）への

紹介状作成を依頼した。再度、小学校建設に関わる建築法規、構造強度規準について質問したが、教育

省にて問い合わせることを示唆された。Upgrading Modules小学校の契約図書の提出を依頼したが、州で

は中・高等学校以上しか契約には携わらず、小学校レベルは県以下の教育局が保管している。ただし OEB

でも標準工事費の見積書は作成できるとのことで、その作成依頼をした。 

その後、増田は教育省に赴いたが、担当者は会議中のため翌日面談をすることにした。途中公共事業省よ

り、政府登録施工業者 2699社のリストを CDで受領した。インフラ局へは 5時過ぎに到着したが、業務終

了のため翌日面談することにした。 

 

日 時：2006年 8月 8日（火）16:00 

場 所：オロミア州教育局（OEB）機材課 

出席者：Mr. Yemane Gadissa、調査団（佐々木） 

協議内容 
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 小学校のための家具リストを借り受けた。また、家具製作会社リスト、図書館用図書販売書店リスト、

科学教材キットリスト販売会社連絡先を記載したリスとを受領した。提出された機材リストは中学校用

リストであったため、小学校用機材リストの提出を再度求めた。 

 

日 時：2006年 8月 8日（火）16:30 

場 所：教材製作販売会社（EMPDE: Educational Materials Production & Distribution Enterprise） 

出席者：Mr. Tsadik Lemma（部長）、調査団（佐々木） 

協議内容 

 EMDPE は教育機材を製作するために設立された教育省に属する機関であったが、1997 年に半民間機

関として教育省より独立し、「エ」国政府からも少額の予算を受け取っているが、独立した機関である。

学校用の家具、チョーク等の備品、教科書、科学実験教材セット等の販売を行っている。科学実験教材

セットは年間 5,000～8,000 セットの販売が可能である。1 セットの価格は 1,593.50 ブルである。今はマ

ネージャーがいないので明日キットのリスト、仕様等についての説明をするとのことであったので、再

度協議を行うことにした。 

 

日 時：2006年 8月 9日（水）9:00 

場 所：Infrastructure & Construction Authority 

出席者：Mr. Yonas Ayalew（建築許可・審査部長）、調査団（増田） 

協議内容 

 アディスアベバ登録 93団体のコンサルタントリストを受領した。業務内容に応じて CA（建築）、CAE

（建築、技術）、CE（技術）、HBC（高速道路、橋梁）、CS（特殊構造）のそれぞれのコンサルタントに

分かれ、会社規模、能力等より 1～5のカテゴリーに分類されている。地方部にコンサルタントが少ない

のは、大規模あるいは民間施設の設計・監理業務が殆どなく、アディスアベバに集中していることと、

教育省規格に沿った小学校建設では、雇用する予算が無いこともあるが地方技官レベルで監理できるこ

とがその一因と考えるとのこと。なお本計画の小学校建設では、CAEの中から選定することが最良との

ことである。 

その後増田は、午前午後に分けて鉄筋・木材・ペンキ・セメント等の建設資材の市場価格調査、材料試験

所訪問および機材輸送費価格調査を実施した。 

 

日 時：2006年 8月 9日（水）10:00 

場 所：Tsehay Haylu Office Furniture Production 

出席者：Ms. Rahel Adugna（代表）、Mr. Desalegn Nogeso（販売主任）、調査団（佐々木） 

協議内容 

 1965年創業、資本金 8,500,000ブルの家具製作販売会社である。社員は 65人で、小学校に家具を納入

している。小学校用の家具価格表を受領した。市内から車で 40分程のところに家具製作工場があり、保

有機械は Combination Machine (3), Thickness Machine (3), Circular Machine (2), Belt Sander (4), Driling 
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Machine (15), Shaper machine (2), Knife Grinder Machine (12), Pressing Machine (1)で、スチール加工用機械

は Circulair Metal Cut Saw (3), Pipe Bender (1), Welding Machine (9), Grinding Machine Portable (7), Grinding 

Machine Base (2), Compressing painting (3)を保有している。 小学校 1校用の家具 10セットは 45日以内、

50セットは約 3ヶ月で納入可能である。 

 

日 時：2006年 8月 9日（水）14:00 

場 所：Mega Publisher & Distributor Pvt. Ltd. Co., 4 Kilo 

出席者：Mr. Kahsay Abraha（販売部長）、調査団（佐々木） 

協議内容 

 現時点で納入可能な小学校（1 学年～8 学年用）の図書室用の蔵書リストと価格表の提出を依頼し、1

週間後に提出する旨の了解を得た。（OEB推薦の他の 2社（6 Kilo Book Center, Africa Book Center）には

小学校図書館用参考書の在庫はなかった。） 

 

日 時：2006年 8月 9日（水）15:00 

場 所：アディスアベバ大学工学部材料試験所 

出席者：試験所主任、調査団（増田） 

協議内容 

 アディスアベバに存在する３つの公的材料試験所の１つで、アディスアベバ大学に所属する。コンク

リートの圧縮・衝撃試験およびセメント・砂利・水のコンクリート配合検査、鉄筋の引張り試験、コン

クリートブロック・木材の圧縮試験等、施工品質に関わる材料試験を行い、その報告書を作成・提出す

る。大学の付属機関だが民間からの試験委託にも対応する。コンクリートテストピースは通常

150x150x150mmの立方体で行い、1ブロック（試験体）当たり 100ブルの委託費用で、試験結果報告書

を 1両日中に提出できる。 

 

日 時：2006年 8月 9日（水）16:00 

場 所：Guenet Office Furniture Production 

出席者：Mr. Teklu Wolderufael（主任）、調査団（佐々木） 

協議内容 

 10年程前に会社は創業、資本金 2.17百万ブルの家具製作販売会社である。社員は約 60人で、小学校

に家具を納入している。小学校用の家具価格表の作成を依頼した。市内から車で 20分程のところに家具

製作工場があり、小学校 1校用の家具 1セットは約 1ヶ月、50セットは約 3～4ヶ月で納入可能である。

 

日 時：2006年 8月 10日（木）9:00 

場 所：Ministry of Education 

出席者：Mr. Alewdres Kebede（建築・エンジニアリング部長）、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 
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 教育省は小学校校舎の標準設計として、ロースタンダードおよびハイスタンダード仕様を設定してい

る。ロースタンダード仕様は、限られた予算の中で出来るだけ多くの校舎を建設するために設定してい

るが、品質にばらつきが有ること、耐久年度が短いことは認識している旨の説明があった。現在使用し

ている丸太木造トラスは、一時スチールトラスに変えようとしたが、小規模施工業者による施工が満足

のいく建設にならず、再び木造トラスにもどした経緯が有る。BC5以上のコントラクターならばスチー

ルトラスの施工経験を有するので、スチールトラスを採用することが望まれる。 

 日本の無償資金援助の場合は耐用年数を約 20年に設定しており、品質も一定に保つ必要があり、この

ため構造計算・コンクリート強度試験が可能な RC 造を通常採用しており、本計画でも RC 造を採用す

る予定である旨説明をし、了解を得た。また建築・構造計画に関する資料の提供を依頼した。 

 

日 時：2006年 8月 10日（木）10:30 

場 所：MH Engineering PLC. 

出席者：Mr. Ismael Ibrahim（副代表）、調査団（増田） 

協議内容 

 事前調査の内容概略の説明を行い、質問票の回答を依頼した。1997 年設立、カテゴリーCAE3 のコン

サルタント会社である。社員は約 150 名であり、建築および土木（道路建設）部門に、電気・給排水衛

生設備以外の技術者、建築士を擁している。これまでに 300 以上の公共・高層建築、ドナープロジェク

トを手掛け、基本計画・設計・施工監理・入札補助等を主要業務としている。現在の主な計画では、学

生寮を含む大学施設のプロトタイプ（エチオピアの気候条件に合わせた 3 タイプ）の設計を終了し、全

国 13都市 15キャンパスで施工段階に入っており、自社内に建築士を含む特別プロジェクトチームを編

成し、30名の現場常駐管理者を派遣し業務を遂行している。ドナー案件では、GTZによるローコストハ

ウジング計画の設計・現場監理を実施しており、最近同援助機関による全国 100 カ所に建設するヘルス

センターの設計業務も成約ばかりである。また日本大使館によるマガリア地区の施設建設に協力した実

績があり、小学校建設の業務実績が少ないものの、国内の大手コンサルタント会社の１つといえる。な

お小学校の教育省標準設計には地盤に応じた 3 タイプの基礎構造設計があるが、この会社では各サイト

で地質調査を実施し、基礎構造設計の確認・修正をする方針である。 

 

日 時：2006年 8月 10日（木）13:15 

場 所：IWCIDA (Ilu Women and Children Integrated Development Association) 

出席者：Mr. Mulugeta Ameda（代表）、調査団（増田） 

協議内容 

 事前調査の内容概略の説明を行い、面談した。2004年に「エ」国の HIV/AIDS撲滅と教育改善を目的

として、元 OEB局長が設立し現代表として運営している NGOである。10名程度の構成員で、現在アデ

ィスアベバより 600km離れた小学校において地域住民自治の意識向上・啓発活動を実施しており、また

ManaBU プロジェクトにおいても Write-upに協力している。援助機関との業務協力は、実務経験が少な

いため受注することが困難で、最近はオランダの援助機関からの受注があるのみとのことであり、本計
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画への参画に意欲的であった。 

その後増田は、合板・屋根材等の建築資材市場価格調査を実施し、USAID 傘下 NGO の World Learning 

Ethiopiaを訪問したが、担当者不在のため実質的な調査はできなかった。 

 

日 時：2006年 8月 10日（木）13:30 

場 所：Action Aid  

出席者：Mr. Berhanu Fufa（計画担当）、Mr. Etsegeuet Mekasha（計画担当）、 

    調査団（佐々木） 

協議内容 

 アクションエイドは本部を南アフリカにおく NGOで、全世界 42ヶ国に支部があり、アフリカには 17

の支部が有る。エチオピアには 100人以上のスタッフがおり、アジスアベバ事務所には 48人のスタッフ

がいる。エチオピアでは 1989 年から活動を始めている。基礎教育分野を含む計画として、北ショア県

Girar Jarso郡で Child Rights Based Development Programを 2004～2008年までの計画で始めており、2005

年度の予算は 1.5百万ブルである。計画内容は、地元のローカル NGOである ANPPCAN（African Network 

for Prevention of and Protection Against Child Abuse and Negrect）との協力にて、飲料水の供給、学校教育

による子供の人権擁護の強化等により、子供と女性に対する待遇の改善をめざしている。初等教育へは

下記の援助を行っている。 

1. 正規教育 

10教室の増設支援、6学校の改修支援、6学校への家具調達、8学校への図書館用の参考図書供与、

授業方法の強化と優秀女子児童への奨学金授与 

2. 非正規教育 

代替教育施設（ABEC: Alternative Basic Education Center）建設への支援、ABECの指導員に対する訓

練、指導員への謝礼、指導員への再訓練、教材供与、36人の PTAメンバーに対する訓練 

 

日 時：2006年 8月 10日（木）15:00 

場 所：Save the Children, USA  

出席者：Ms. Feleketch Baharu Gemeda（BESCO II/ SCOPE副主任）、 

    調査団（佐々木） 

協議内容 

 Save the Children, USAは 120ヶ国以上で活動している 29の独立したメンバーから構成される Save the 

Children Alliance の一員である。アメリカで 1932 年に創設され、エチオピアでは 1984 年から活動を開

始しており、450 人以上のスタッフを擁する。保健、エイズ、教育、食糧、緊急援助等の活動をおこな

っており、教育分野では BESCO II – SCOPE（Basic Education Strategic Objective II – Strengthening 

Communities through Partnerships for the Education）, Bob Marley Schools project等の援助を実施している。

 BESCO II – SCOPEは USAIDの支援のもとに始まった BESCO I（1995年～2002年）の第 2期計画（2002

年開始の 5か年計画、12 Million$）で、アファー、オロミア、ソマリ、ガンベラ州の 34県、116郡を対
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象に、教育分野では県・郡レベルの政府職員、PTA、地域住民代表、地域住民（特に女子）等を対象に、

キャパシィティビルディング、正規・非正規教育の就学率の改善に取り組んでいる。 

 

日 時：2006年 8月 11日（金）14:30 

場 所：Ministry of Education 

出席者：Mr, Alewdres Kebede、調査団（佐々木、増田） 

協議内容 

 地震に関する構造規準の抜粋、グレード 1～8の新設校標準設計図（コンクリート＋CB）、日干しレン

ガタイプ工法の報告書を受け取る。木造トラスの構造強度計算書は、教育省では受領していないとのこ

とであった。 

この協議以前に OEBにて、OEB技官作成の Upgrading Modules小学校の見積書を受領する。 

 

日 時：2006年 8月 14日（月）9:00 

場 所：エチオピア JICA事務所 

出席者：斉藤所長、安藤次長、山川企画調査員、北詰 ManaBUチーフアドバイザー、石田 SMAPPプロジ

ェクト副団長、SMAPP 調査団（横関団長、松村、東谷）、調査団（原田団長、竹中、佐々木、増

田） 

協議内容 

 斉藤所長より、本計画にて現地ニーズに最も適した木軸土塗壁校舎を採用した小学校建設をしたいと思

っていたが、現段階では困難なことは理解した。ManaBUプロジェクトと本計画はアプローチが異なるの

で、ManaBUプロジェクトは前期校の新設を僻地にて建設し、本計画は完全校を対象に地方の中心部等の

それ以外の地域で実施して欲しい旨伝えられた。 

 調査団より、本計画は前期校の完全校への拡充、完全校の新設及び増設を対象に地方の都市部等のアク

セスのよい地域を対象に実施する、ManaBUプロジェクトのノウハウは PTA、教育運営委員会のキャパシ

ティビルディングに活用する旨回答した。 

 斉藤所長より、ManaBUプロジェクトを継続して、技術的支援に加えて行政面での支援も実施したい旨

伝えられた。安藤次長より、オロミア州は州予算額も多くオフセット制度の本計画への影響は心配する必

要はないのではとのアドバイスを得た。 

 

日 時：2006年 8月 14日（月）14:00 

場 所：在エチオピア日本国大使館 

出席者：中津川参事官、三保木二等書記官、山川企画調査員、SMAPP 調査団（横関団長、松村、東谷）、

調査団（原田団長、竹中、佐々木） 

協議内容 

 原田団長より、本現地調査業務についての内容、方針、スケジュール等についての概略説明をおこなっ

た。中津川参事官より、エチオピアは広い国で多くの人口を擁しており、教育分野への援助のニーズは非
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常に高く、本計画を実施する必要性は非常に大きい旨説明を受けた。また、原田団長より、ManaBUプロ

ジェクトも 2KRの見返り資金を活用して是非継続発展して欲しいことを打診したところ、「エ」国政府は

2KRの見返り資金を道路整備等の大規模プロジェクトに活用したい意向が強いと思われるため、「エ」国

政府の意向を確認して欲しいとの回答を得た。 

 

日 時：2006年 8月 15日（火）10:00 

場 所：Ministry of Finance and Economic Development 

出席者：Ms. Asnakech Teferra（2国間協力部アジア・オーストラリア・中東チームリーダー）、Mr. Gebremedhin Birega

（エキスパート）、SMAPP調査団（横関団長、松村、東谷）、山川企画調査員、 

    調査団（原田団長、竹中、佐々木、増田） 

協議内容 

 原田・横関両団長より来訪の意図とプロジェクトの内容を説明した。先方より JICSの役割および被援

助国としての負担事項についての質問があり、具体的に説明し了解を得た。オフセットに関しては、「エ」

国内部の問題であり援助国が心配する必要はなく、TAXの取扱いについても財務局で対応するため問題

ないとのことであった。ManaBU プロジェクトの成果を見返り資金、草の根無償資金協力などによる学

校建設に活用するよう要請した。 

日 時：2006年 8月 15日（火）14:30 

場 所：OEB 

出席者：Mr. Dereje Asfaw（局長）、Mr. Teshome Lemma（副局長）、Mr, Jundi Aline（副局長）、Mr. Tassew Bekele

（計画・調査課長）、Mr. Temesger Addissu（計画課）、Mr. Lessonu Lejissa（EMIS計画チームリー

ダー）、SMAPP 調査団（横関団長、松村、東谷）、山川企画調査員、調査団（原田団長、竹中、

増田） 

協議内容 

 原田団長より来訪の意図とプロジェクトの内容を説明した。デレジェ局長より謝辞とオロミア州の概

要説明を受けた。先方より JICSの役割、本邦施工業者の入札参加の可能性、一般無償と「コミ開」無償

の違い、ソフトコンポーネントの役割についての質問があり、具体的に説明をし、先方の了解を得た。

オフセットに関しては、2年前より MoFEDの対応が厳しくなり、原則すべての援助プロジェクトに適用

されるが、本予備調査団の帰国前に、政府の見解を伝えてくれる予定である。オフセットによりワレダ

の教育予算が無くなる訳ではなく、全体予算に援助金が加算され、公平に各州に分配される制度とのこ

とであった。なお ManaBU および SMAPP プロジェクトによる成果は、州・国内に多大な好影響をもた

らし、GIS の手法については、他セクターからのワークショップ開催の要望が多数あるとのことであっ

た。 

 

日 時：2006年 8月 15日（火）16:15 

場 所：OEB 

出席者：Mr. Teshome Lemma、Mr, Jundi Aline、Mr. Tassew Bekele、山川企画調査員、 

    調査団（原田団長、竹中、増田） 
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協議内容 

 原田団長より ManaBUおよび SMAPPプロジェクトと今回の「コミ開」無償による小学校建設の相違、

特徴、関連性についての説明と、具体的な工期、工法、対象小学校タイプ等について説明し、先方の了

解を得た。オフセット制度は、何がしかの資金を生み出すプロジェクトに適用され、小学校建設には前

例がなく、AfDB やユニセフのプロジェクトでも適用されていない。OEB としても、オフセットにより

ワレダに財政困窮等の危険性の回避を保証するとのことであった。学校選定のクライテリアで、過密校

対策としての適正規模の明示と、対象コンポーネントでの理科実験室削除に関して、明日再度協議をす

る予定とした。 

 

日 時：2006年 8月 16日（水）9:00 

場 所：Ministry of Education 

出席者：Ms. Fantanash Tilanw（計画局長）、Mr. Tizazu Asare（次期計画局長）、Mr. Alemayehn Worku（エキ

スパート）、SMAPP調査団（横関団長、松村、東谷）、山川企画調査員、 

    調査団（原田団長、竹中、佐々木、増田） 

協議内容 

 原田団長より来訪の意図と、ManaBU および SMAPP プロジェクトと今回の「コミ開」無償による小

学校建設の計画内容と相互関係の説明を行った。先方より各プロジェクトに対する謝辞と「エ」国の教

育事情、特に遠隔地での小学校不足についての説明を受けた。またこれらのプロジェクトは、単なる財

政支援以上に技術的・人的能力向上にも繋がるため重要視しており、全国的に伝播することを期待して

いる。異なるプログラムによる支援アプローチも歓迎する。教育省でも、SMAPPプロジェクトによるス

クールマッピングについて OEB協力をあおいでいる。 

 

日 時：2006年 8月 16日（水）11:50 

場 所：JICAエチオピア事務所 

出席者：Mr. Teshome Lemma、Mr, Jundi Aline、Mr. Lessonu Lejissa、 

調査団（原田団長、竹中、佐々木、増田） 

協議内容 

 先方より、対象コンポーネントから理科実験室の削除について了解を得る。図書室、教材製作室の設

置については概略設計調査時に再度協議を行うことで合意した。選定クライテリアの過密校対策につい

ては、教育局の判断にまかせその基準を明記せず素案原文のままにすることとした。なお機材リストに

ついては金曜日までに用意する。 

 

日 時：2006年 8月 17日（木）14:00 

場 所：DfID 

出席者：Ms. Laure Beaufils（教育アドバイザー）、山川企画調整員、調査団（原田団長、竹中、佐々木、増

田） 

協議内容 
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 原田団長より、本調査についての説明をおこなった。 

 DfIDは、教室が増設されて教室不足が緩和された結果、教員/生徒率が悪化しているので、教室増設よ

りも教員養成が優先課題であり、教員養成計画のためのプールファンドへの資金の拠出をしている。 

 調査団より、現地調査の結果オロミア州における小学校教室はいまだ著しく不足した状況にあり、小学

校校舎建設への援助を実施する必要が有ることを説明した。 

 英国の援助金額が減っているため、DfID は新たな援助手法を模索している。PBS (Protecting Basic 

Services)への援助を予定しており、予算の 40％を教育セクターへ割り当てる予定である。WB、 DID、 EC、

AfIDが参加する予定で 2年間にて 400 million $ の予算を割り当てる予定で、①保健用品、②政府基本課

税、③情報共有、④市民政治参加が主なターゲットである。教員訓練への援助もベルギー、ノルウェー、

スウェーデン、フィンランド等の協同にて教授方法の改善等のための援助を 2007年 7月から始める予定

である。 

 

日 時：2006年 8月 18日（金）14:30 

場 所：在エチオピア日本国大使館 

出席者：中津川参事官、三保木二等書記官、山川企画調査員、SMAPP 調査団（横関団長、松村、東谷）、

調査団（原田団長、竹中、佐々木、増田） 

協議内容 

 原田団長より、調査結果、今後のスケジュールについての報告をおこなった。また、MoFED が日本国

大使館へ 2KRの見返り資金にて 6州の 6つの小学校校舎を建設したい旨要請したが未だに返答がないと

言われたことを伝えた。 

 大使館は草の根無償にて小学校校舎建設を実施しているが、現地の建設業者のレベルが低いため非常に

苦労している。本計画をコミュニティー開発無償にて実施する場合には、実施体制については慎重に検討

をする必要があるとのアドバイスを受けた。また、エチオピアの国土は広く人口も多いため教育分野での

援助のニーズは非常にあり、教育分野へ積極的に援助したい意向である旨伝えられた。 
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